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（２）各地域の産業構造（平成１９年度総生産ベース） 

○県 全 体 

【製造業の割合が３割を超える】 

県全体の産業構造を総生産ベースでみると、製造業が３７．２％で最も高く、続

いてサービス業が１６．０％、不動産業が９．８％、政府サービス生産者が８．４％

で、この４つを合わせると、県全体の７１．４％を占めています。 

  

 

 
（図４０ 地域別・産業構成比） 資料：政策部「市町民経済計算」 

※産業構成比は、控除項目である「帰属利子」等を控除する前の合計値を１００と
しているため、三重県民経済計算結果の値とは異なります。 
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○北勢地域 

【製造業の割合が５割近くを占める】 

北勢地域の産業構造を総生産ベースでみると、製造業が４５．９％で最も高く、

続いてサービス業が１３．８％、不動産業が９．０％、卸売小売業が７．１％で、

この４つを合わせると、北勢地域の７５．８％と８割近くを占めています。 

 県全体と比べると、製造業の割合が高く、北勢地域ではものづくりが盛んなこと

が窺えます。 

 

○中南勢地域 

【製造業と政府サービス生産者に特徴】 

中南勢地域の産業構造を総生産ベースでみると、製造業が２８．７％で最も高く、

続いてサービス業が１８．０％、政府サービス生産者が１１．６％、不動産業が 

１０．０％で、この４つを合わせると、中南勢地域の６８．３％と７割近くを占め

ています。 

県全体と比べると、政府サービス生産者の比率が高くなっています。 

 

○伊勢志摩地域 

【サービス業の割合が最も高い】 

伊勢志摩地域の産業構造を総生産ベースでみると、サービス業が２１．８％と他

地域より大きな割合を占めています。続いて製造業が２０．９％、不動産業が１２．

６％、政府サービス生産者が１２．１％で、この４つを合わせると、６７．４％と

７割近くを占めています。 

 県全体と比べると、サービス業の比率が高く、これは伊勢志摩地域において、観

光産業が盛んなことが関係していると考えられます。 

 

○伊賀地域 

【製造業の割合が４割を超える】 

伊賀地域の産業構造を総生産ベースでみると、製造業が４１．１％で最も高く、

続いてサービス業が１５．３％、不動産業が１０．８％、政府サービス生産者が８．

２％で、この４つを合わせると、伊賀地域の７５．４％と８割近くを占めています。 

 県全体と比べると、北勢地域同様、製造業の比率が高く、伊賀地域ではものづく

りが盛んなことが窺えます。 
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○東紀州地域 

【製造業の割合が低い】 

東紀州地域の産業構造を総生産ベースでみると、サービス業が１９．０％で最も

高く、続いて、政府サービス生産者が１７．０％、建設業が１２．７％、不動産業

が９．５％で、この４つを合わせると、東紀州地域の５８．２％と６割近くを占め

ています。 

 県全体と比べると、製造業の比率が低く、相対的に他の産業の比率が高くなって

いることが特徴です。 
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２．北勢地域の概況 

【県経済を牽引する北勢地域】 

（％）    北勢地域内総生産 対前年度増減率 

 

  

北勢地域における平成１９年度の地域内総生産額は 4兆 1,852億円（対前年度比

3.6％増）で、対前年度増加率は６年連続のプラスとなりました。 

 

 

【高い製造業の総生産増加率】 

（％）    北勢地域内産業別総生産 対前年度増減率 

 

 

 北勢地域における平成１9年度の産業別総生産の増減率をみると、第１次産業が

対前年度比 1.1％減、第２次産業が同 5.0％増、第３次産業が同 1.9％増となり、第

２次産業が最も高い伸びとなりました。 

 第１次産業では、農業が1.4％減、林業が17.8％減、水産業が12.7％増となりま

した。第２次産業では、製造業が8.5％増となりました。第３次産業では、電気・

ガス・水道業が0.6％減、金融・保険業が3.3％減となったものの、卸売・小売業が

2.5％増、不動産業が2.3％増、運輸・通信業が1.8％増、サービス業が3.0％増など

となりました。 

（図４１ 北勢地域の総生産増減率）     資料：政策部「市町民経済計算」 

（図４２ 北勢地域の産業別総生産の増減率）  資料：政策部「市町民経済計算」 
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【増加傾向にある市町民所得（分配）】 

北勢地域における項目別市町民所得と労働分配率 

 
 

北勢地域における平成１９年度の市町民所得は 3兆 439億円（対前年度比 2.9％

増）となりました。項目別にみると、雇用者報酬が同 1.5％増、財産所得が同 2.8％

増、企業所得が 5.8％増でした。 

 労働分配率は 63.2％となり、前年度から 0.8ポイントの低下となりました。 

※労働分配率：企業の人件費負担の割合をいい、ここでは県（地域・市町村）民所得に占

める雇用者報酬（賃金・給与所得、雇主の社会負担を含む）の割合で算出。 

 

 

【県全体の水準を上回る一人当たり市町民所得（分配）】 

北勢地域における一人当たり市町民所得 

 

 

北勢地域の一人当たり市町民所得は 3,648千円（対前年度比 2.2％増）で、県民

所得（3,229千円）を 100とした値は 113.0でした。地域別にみると、この地域が

最も高く、常に県全体の水準を上回っています。 

（図４３ 北勢地域の項目別市町民所得と労働分配率） 資料：政策部「市町民経済計算」 

（図４４ 北勢地域の一人当たり市町民所得）    資料：政策部「市町民経済計算」 
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３．中南勢地域の概況 

【下降基調にある地域経済】 

（％）    中南勢地域内総生産 対前年度増減率 

 

  

 

中南勢地域における平成１９年度の地域内総生産額は 2兆 1,184億円（対前年度

比 1.2％減）となり、対前年度増減率は２年連続でマイナスとなりました。 

 

 

【第２次産業は２年ぶりのマイナス】 

（％）    中南勢地域内産業別総生産 対前年度増減率 

 

 

 

中南勢地域における平成１９年度の産業別総生産の増減率をみると、第１次産業

が対前年度比 7.1％減、第２次産業が同 5.2％減、第３次産業が同 0.9％増となりま

した。 

 第１次産業では、農業が 5.3％減、林業が 20.1％減、水産業が 20.7％増となりま

した。第２次産業では、鉱業が 14.8％減、ウェイトの大きい製造業が 4.8％減、建

設業が 7.8％減となりました。第３次産業では、電気・ガス・水道業が 1.0％増、

（図４５ 中南勢地域の総生産増減率）     資料：政策部「市町民経済計算」 

（図４６ 中南勢地域の産業別総生産の増減率）  資料：政策部「市町民経済計算」 
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不動産業が 1.8％増、運輸・通信業が 2.0％増、サービス業が 1.9％増となったもの

の、卸売・小売業が 0.3％減、金融・保険業が 3.4％減などとなりました。 

 

【増加傾向にある市町民所得（分配）】 

中南勢地域における項目別市町民所得と労働分配率 

 
 

中南勢地域における平成１９年度の市町民所得は 1 兆 5,521 億円（対前年度比

1.1％増）で、対前年度増加率は６年連続のプラスとなりました。項目別にみると、

雇用者報酬が同 0.1％増、財産所得が同 1.5％増、企業所得が同 3.3％増でした。 

 労働分配率は 66.9％となり、前年度に比べ 0.6 ポイントの低下となりました。 

 

【増加傾向にある一人当たり市町民所得（分配）】 

中南勢地域における一人当たり市町民所得 

 

 

中南勢地域における平成１９年度の一人当たり市町民所得は 3,057千円（対前年

度比 1.0％増）で、県民所得（3,229千円）を 100とした水準は 94.7となりました。 

（図４７ 中南勢地域の項目別市町民所得と労働分配率） 資料：政策部「市町民経済計算」 

（図４８ 中南勢地域の一人当たり市町民所得     資料：政策部「市町民経済計算」 



 - 41 - 

４．伊勢志摩地域の概況 

【下降基調にある地域経済】 

（％）    伊勢志摩地域内総生産 対前年度増減率 

 

 

伊勢志摩地域における平成 1９年度の地域内総生産額は 8,916億円（対前年度比

0.5％減）となり、対前年度増減率は２年連続でマイナスとなりました。 

 

 

【プラスに転じる第１次産業】 

（％）    伊勢志摩地域内産業別総生産 対前年度増減率 

 
 

 

伊勢志摩地域における平成１９年度の産業別総生産の増減率をみると、第１次産

業が対前年度比 1.3％増、第２次産業が同 2.7％減、第３次産業が同 0.0％増となり

ました。 

第１次産業では、農業が 4.0％減、林業が 19.5％減、水産業が 7.1％増となりま

した。第２次産業では、鉱業が 18.7％増、建設業が 6.9％増となったものの、ウェ

イトの大きい製造業が 5.4％減となりました。第３次産業では、電気・ガス・水道

業が 4.3％減、卸・小売業が 0.0％減、金融・保険業が 3.2％減、不動産業が 0.2％

減、運輸・通信業が 2.1％減、サービス業が 0.2％減などとなりました。 

（図４９ 伊勢志摩地域の総生産増減率）     資料：政策部「市町民経済計算」 

（図５０ 伊勢志摩地域の産業別総生産の増減率）  資料：政策部「市町民経済計算」 
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【２年ぶりにプラスとなった市町民所得（分配）】 

伊勢志摩地域における項目別市町民所得と労働分配率 

 

 

伊勢志摩地域における平成 1９年度の市町民所得は 7,091億円（対前年度比 0.8％

増）となり、対前年度増加率は２年ぶりにプラスとなりました。項目別にみると、

雇用者報酬が対前年度比 0.4％減、財産所得が同 0.8％増、企業所得が同 3.4％増で

した。 

労働分配率は 64.7％となり、前年度に比べ 0.7ポイントの低下となりました。 

 

 

【増加傾向にある一人当たり市町民所得（分配）】 

伊勢志摩地域における一人当たり市町民所得 

 

 

伊勢志摩地域における平成１９年度の一人当たり市町民所得は、2,695千円（対

前年度比 1.7％増）で、県民所得（3,229千円）を 100とした水準は 83.5でした。 

 

（図５１ 伊勢志摩地域の項目別市町民所得と労働分配率）  資料：政策部「市町民経済計算」 

（図５２ 伊勢志摩地域の一人当たり市町民所得    資料：政策部「市町民経済計算」 
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５．伊賀地域の概況 

【成長する地域経済】 

（％）    伊賀地域内総生産 対前年度増減率 

 

 

伊賀地域における平成１９年度の地域内総生産額は 7,711 億円（対前年度比

4.8％増）となり、対前年度増加率は５年連続でプラスとなりました。 

 

 

【第２次産業、第３次産業はプラスの総生産増減率】 

（％）    伊賀地域内産業別総生産 対前年度増減率 

 

 

伊賀地域における平成１９年度の産業別総生産の増減率は、第１次産業が対前年

度比 5.1％減、第２次産業が同 7.3％増、第３次産業が同 2.6％増となりました。 

第１次産業では、農業が 2.5％減、林業が 18.2％減、水産業が 100.0％増となり

ました。第２次産業では、鉱業が 16.8％減、建設業が 13.8％減となったものの、

ウェイトの高い製造業が 10.2％増となりました。第３次産業では、電気・ガス・

水道業が 0.5％減、金融・保険業が 4.2％減となったものの、卸売・小売業が 1.8％

増、不動産業が 0.7％増、運輸・通信業が 1.1％増、サービス業が 8.7％増などとな

りました。 

（図５３ 伊賀地域の総生産増減率）     資料：政策部「市町民経済計算」 

（図５４ 伊賀地域の産業別総生産の増減率）  資料：政策部「市町民経済計算」 
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【増加傾向にある市町民所得（分配）】 

伊賀地域における項目別市町民所得と労働分配率 

 
 

 

伊賀地域における平成１９年度の市町民所得は5,628億円（対前年度比1.6％増）

で、対前年度増加率は６年連続のプラスとなりました。項目別にみると、雇用者報

酬が同 0.8％減、財産所得が同 0.6％増、企業所得が同 7.1％増でした。 

労働分配率は 65.4％となり、前年度と比べ 1.6 ポイントの低下となりました。 

 

 

【増加傾向にある一人当たり市町民所得（分配）】 

伊賀地域における一人当たり市町民所得 

 

 

伊賀地域における平成１９年度の一人当たり市町民所得は 3,109千円（対前年度

比 2.2％増）で、県民所得（3,229千円）を 100とした水準は 96.3でした。 

（図５５ 伊賀地域の項目別市町民所得と労働分配率）  資料：政策部「市町民経済計算」 

（図５６ 伊賀地域の一人当たり市町民所得）    資料：政策部「市町民経済計算」 
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６．東紀州地域の概況 

【２年ぶりにプラスとなった地域経済】 

（％）    東紀州地域内総生産 対前年度増減率 

 
  

 

 東紀州地域における平成１９年度の地域内総生産額は 2,408 億円（対前年度比

1.0％増）となり、対前年度増加率は２年ぶりにプラスとなりました。 

 

 

【プラスに転じた第２次産業】 

（％）    東紀州地域内産業別総生産 対前年度増減率 

 

 

 

東紀州地域における平成１９年度の産業別総生産の増減率は、第１次産業が対前

年度比 2.6％減、第２次産業が同 9.2％増、第３次産業が同 1.1％減となりました。 

第１次産業では、農業が 3.7％減、林業が 15.9％減、水産業が 5.6％増となりま

した。第２次産業では、鉱業が 72.4％増、ウェイトの大きい製造業が 9.0％増、建

設業が 7.0％増となりました。第３次産業では、不動産業が 0.3％増、運輸･通信業

が 0.5％増となったものの、電気･ガス･水道業が 7.6％減、卸売･小売業が 0.1％減、

金融･保険業が 4.7％減、サ－ビス業が 0.8％減などとなりました。 

 

（図５７ 東紀州地域の総生産増減率）     資料：政策部「市町民経済計算」 

（図５８ 東紀州地域の産業別総生産の増減率）   資料：政策部「市町民経済計算」 
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【低迷する市町民所得（分配）】 

東紀州地域における項目別市町民所得と労働分配率 

 

 

 

 

東紀州地域における平成１９年度の市町民所得は 1,893億円（対前年度比 1.7％

減）で、対前年度増加率は２年連続のマイナスとなりました。項目別にみると、雇

用者報酬が同 2.5％減、財産所得が同 2.2％減、企業所得が同 0.5％減でした。 

労働分配率は 60.2％となり、前年度に比べ 0.5ポイント低下となりました。 

 

【伸び悩む一人当たり市町民所得（分配）】 

東紀州地域における一人当たり市町民所得 

 

 

東紀州地域における平成１９年度の一人当たり市町民所得は 2,281千円（対前年

度比 0.0％増）で県民所得（3,229千円）を 100とした水準は 70.6でした。 

（図５９ 東紀州地域の項目別市町民所得と労働分配率） 資料：政策部「市町民経済計算」 

（図６０ 東紀州地域の一人当たり市町民所得）   資料：政策部「市町民経済計算」 


